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～ 近隣住民への事前説明 編 ～ 

住宅宿泊事業の届出をされる方には，届出をされる前に，近隣にお住まいの方へ

の事業の概要説明と，届出の２０日前から届出住宅において事業計画の概要の掲示

を行うことが，京都市の条例で義務付けられています。 

 

 

１ 近隣にお住まいの方への説明に用いる資料について 

以下の内容を記載した説明資料（P6-7～P6-12 を参照）を作成し，近隣にお住

まいの方への説明を行ってください。 

 

 ⑴ 説明していただく内容 

  ア 届出予定の住宅の所在地（条例第８条第１項第１号） 

  イ 届出予定者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）（条例第８条第 

    １項第２号） 

  ウ 届出予定者の連絡先（随時対応できる電話番号）（条例第８条第１項第３ 

    号） 

  エ 事業開始予定日（条例第８条第１項第４号） 

  オ 届出住宅の宿泊者の定員（市規則第４条第２項第１号） 

  カ 以下に示す届出住宅の管理を行う者の別（市規則第４条第２項第２号） 

    ・住宅宿泊事業者による管理（届出住宅に居住する者に限る。） 

    ・住宅宿泊事業者による管理（届出住宅に居住する者を除く。） 

    ・住宅宿泊管理業者による管理 

  キ 住宅宿泊管理業者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）及び登録

番号（市規則第４条第２項第３号） 

  ク 宿泊者の本人確認及び人数確認の方法（市規則第５条第１項第２号） 

    ※ＩＣＴ等の活用により本人確認及び人数確認を実施する場合は，要綱第

１８条第１項各号の基準を満たしていること。 

ケ 鍵の受け渡し方法（市規則第５条第１項第３号） 

  コ 宿泊者に対して行われる説明の内容（市規則第５条第１項第４号） 

・騒音の防止に関する事項（要綱２２条第１項第１号及び第２号参照） 

・ごみの処理に関する事項（要綱２２条第１項第３号及び第４号参照） 

・火災の防止に関する事項（要綱２２条第１項第５号及び第６号参照） 

・緊急時の対応方法（市規則第９条第２項各号参照） 

  サ 届出住宅内及びその敷地内にて廃棄物を適正に保管するための方法（要綱

３２条第１項第１号） 
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  シ 周辺住民又は近隣住民の生活環境に配慮した廃棄物の収集又は搬出に関

する計画（要綱３２条第１項第２号） 

ス 現地対応管理者の氏名（法人にあっては名称及び代表者名）（市規則第５ 

  条第１項第５号） 

  セ 現地対応管理者待機場所の所在地（市規則第５条第１項第５号） 

  ソ 現地対応管理者待機場所から届出住宅への移動に要する時間及び移動の

ための交通手段（市規則第５条第１項第５号） 

 

 ⑵ 説明資料を独自様式で作成される場合 

独自に説明資料を作成される場合は，届出受付窓口において事前に内容の確

認を受けたものを配布してください。 

   また，内容に変更があった場合は，再度，配布や説明をお願いすることがあ

ります。 

 

 ⑶ 説明をしていただく範囲 

   次ページの図の範囲の住民等に説明していただくことが条例で義務付けら

れています。（市規則第７条第１項第３号） 

   また，説明は，①対面での説明，②説明会の開催，③説明資料の投函のいず

れかとしますが，対面での説明又は説明会の開催を推奨します。 

   なお，周辺にお住いの方の理解を促すため，計画の概要の掲示や改修工事を

行う前に説明を行うことをお薦めします。 

 

 ⑷ 自治会，町内会等，地域自治を担う地域住民が組織する団体（以下，「自治

会等」という。）への事前説明について 

   次ページの図の範囲に加え，届出しようとする住宅が存する地域の自治会等

に対する説明に努めていただく必要があります。まずは，届出しようとする住

宅がある地域の自治会長等に説明，相談されることをお薦めします。 

なお，自治会等が存在しない地域の場合は，届出住宅の敷地から５０ｍの範

囲内に存する家屋の占有者等（店舗，事務所の占有者を含む。）であって，生

活環境に悪影響を受ける恐れのある者に対しても説明するよう努めなければ

なりません。（要綱６条第３項） 

地域住民とのトラブルを未然に防ぎ，良好な関係の構築のためには，事前説

明により，事業の内容をお知らせし，不安などが生じないようにすることが重

要ですので，積極的な取組に努めてください。 

なお，これらの説明を行わなかった場合は，届出の際に，その理由に関して

お尋ねすることがあります。 
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【説明の範囲】 

以下の図が示す円は届出住宅の敷地から１０メートルの範囲の円になります。こ

の円に敷地境界がかかっている敷地にある住宅の住民（共同住宅の場合は原則お住

まいの方全員，お店の場合はお店の責任者の方）が説明義務対象となります。 

なお，敷地の境界は１０メートル以内であっても，その敷地に立っている建物ま

での距離が届出住宅（敷地境界からではありません。）から２０メートル以上離れ

ている場合は説明義務の対象とはなりません。 

（以下の図の例では，黒塗りにしている住宅③，⑨，⑩，⑪及び共同住宅②の方に

は説明する義務は発生しません。） 
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敷地 
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共同住宅② 

１０ｍ 

 敷地が１０ｍの範

囲内ではないため，
対象となりません。 

 敷地が１０ｍの範囲
内ではないため，対象

となりません。 

 敷地が１０ｍ以内で

あり，建物間の距離が
２０ｍ離れていないた
め対象となります。 

 敷地が１０ｍ以内です
が，建物間の距離が２０

ｍ以上離れているため対
象となりません。 
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２ 計画の概要の掲示について 

 ⑴ 掲示の内容 

   掲示する内容は次のとおりです。 

材質や掲示の注意点は京都市住宅宿泊事業法の施行に関する要綱に従って

ください。 

なお，掲示の様式は，市規則において定められています。 

  ア 届出予定の住宅の所在地 

  イ 届出予定者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

  ウ 届出予定者の連絡先（電話番号） 

  エ 事業開始予定日 

  オ 届出住宅の宿泊者の定員 

  カ 届出住宅の管理を行う者の別 

    ・住宅宿泊事業者による管理（届出住宅に居住する者に限る。） 

    ・住宅宿泊事業者による管理（届出住宅に居住する者を除く。） 

    ・住宅宿泊管理業者による管理 

  キ 住宅宿泊管理業者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）及び登録

番号 

  ク 掲示内容に関する問合せに随時対応できる連絡先 

 

 ⑵ 掲示を行う期間 

   計画の概要の掲示は，届出を行おうとする日の２０日以上前から，届出受理

後，届出住宅に掲示する標識（P1-8参照）を設置するまでの間 

 

 ⑶ 掲示を行う場所 

   ⑴の掲示は，公衆の見やすい場所に掲示し，敷地の外から掲示の内容を確認

できる必要があります。以下の事例を参考に掲示してください。 

   なお，複数の道路に面している場合は，それぞれに掲示してください。 
 

【一戸建て住宅の場合（敷地境界の塀なし）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玄関ドア 
玄関

ドア 

届出住宅 

 玄関ドア，又は玄関ドア横の外壁などに掲示

してください。 
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【戸建て住宅の場合（敷地境界の塀あり）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【共同住宅の場合】 

共同住宅の場合は，①届出を行う住戸の玄関ドア等に加えて，②共同入口周辺の

公衆から見やすい場所に掲示し，敷地の外から掲示の内容を確認できる必要があり

ます。 

 

① 届出を行う住戸の玄関ドア又はその周辺の壁 

 

 

 

 

 

 

 

② 共同住宅の共同入口周辺 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域の自治会や町内会からの説明会開催の要望があった場合について 

  届出住宅のある地域の自治会や町内会から説明会の開催の求めがあった場合

や周辺住民からの個別説明の求めがあった場合は，真摯な対応に努めることが条

例で義務付けられています。特に理由のない限り，説明会の開催などに応じてい

ただくようお願いします。 

届出住宅 
 公衆から見やすい場所として，外塀に掲示し

てください。 

塀 塀 

玄関ドア 壁 玄関ドア，又は周辺の壁に掲示してください。 

共同住宅 他の入居者が確認できるよう共同入口に，また，

及び周辺の住民が確認できる外壁又は敷地を囲う塀

に掲示してください。 

一つの共同住宅内で複数の届出住宅の届出を行う

場合は，それぞれの届出住宅の概要が判別できるよ

うに記載してあれば，一枚にまとめても差支えあり

ません。 塀 塀 
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  また，説明会を開催した場合や個別説明を行った場合は，届出に併せて報告書

を提出いただくこととしています。 

  なお，地域の自治会や町内会からの説明会等の要望がなかった場合でも，自治

会や町内会に対しては，事業を開始する旨と緊急連絡先を伝えておくことをお薦

めします。 

 

４ その他，事業者の責務（要綱第３条） 

⑴ 協定書 

 住宅宿泊事業に携わる者は，生活環境の悪化防止をより具体的かつ実効的な

ものとし，地域住民との間の信頼関係の構築を図るため，町内会等の住民組織

と協議し，合意事項を協定として締結するよう努めなければなりません。 

 また，協定は当事者間の信頼関係に基づくものであり，住民組織等からの正

当な申入れ等には真摯に対応しなければなりません。 

 

⑵ 自治会への加入，地域活動の参加 

届出住宅が存する地域の自治会に加入し，清掃活動，防災訓練等の地域活動

に参加し，地域コミュニティの一員となるように努めなければなりません。 
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第１号様式（第４条関係）                            

 
 住宅宿泊事業の計画の概要  

届 出 住 宅 の 所 在 地 京都市中京区寺町御池上る上本能寺前町４８８番地 

届 出 （ 予 定 ） 者 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

  京都 次郎 

電話○○○－○○○－○○○○ 

事業開始予定年月日      平成○○ 年 ○○月 ○○日 

宿 泊 者 の 定 員 ５ 人 

住宅宿泊管理業務を 

行う者の区分 

□ 住宅宿泊事業者（届出住宅に居住する者に限る。） 

□ 住宅宿泊事業者（届出住宅に居住する者を除く。） 

□ 住宅宿泊管理業者 

住 宅 宿 泊 管 理 業 者 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

   

登録番号 

掲 示 開 始 年 月 日       平成○○ 年 ○○月 ○○日 

 注 該当する□にはレ印が記入してあります。 

 この掲示は，京都市住宅宿泊事業の適正な運営を確保するための措置に関する条例に基づ

き行っているものです。この掲示の内容について，問い合わせたいことがある方は，次の連

絡先に申し出てください。 

  （連絡先） 京都 次郎        電話○○○－○○○－○○○○ 

備考１ 該当する□には，レ印を記入してください。 

   ２ 住宅宿泊管理業者の欄は，届出住宅に係る住宅宿泊管理業務を委託する住宅宿泊管

理業者が定まっていない場合は，「未定」と記入してください。 

   ３ 大きさは，縦４２センチメートル以上，横２９.７センチメートル以上としてくださ

い。 

 

  

レ 

記入例 

(戸建て住宅の場合) 
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第１号様式（第４条関係）                            

 
 住宅宿泊事業の計画の概要  

届 出 住 宅 の 所 在 地 
京都市中京区寺町御池上る上本能寺前町４８８番地 

消防マンション 301～303号室 

届 出 （ 予 定 ） 者 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

  京都 次郎 

電話○○○－○○○－○○○○ 

事業開始予定年月日      平成○○ 年 ○○月 ○○日 

宿 泊 者 の 定 員 301号室 ２人、302号室 2人、303号室 3人 

住宅宿泊管理業務を 

行う者の区分 

□ 住宅宿泊事業者（届出住宅に居住する者に限る。） 

□ 住宅宿泊事業者（届出住宅に居住する者を除く。） 

□ 住宅宿泊管理業者 

住 宅 宿 泊 管 理 業 者 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

  京都 花子 

登録番号 ○○○○○○○○○ 

掲 示 開 始 年 月 日       平成○○ 年 ○○月 ○○日 

 注 該当する□にはレ印が記入してあります。 

 この掲示は，京都市住宅宿泊事業の適正な運営を確保するための措置に関する条例に基づ

き行っているものです。この掲示の内容について，問い合わせたいことがある方は，次の連

絡先に申し出てください。 

  （連絡先） 京都 花子          電話○○○－○○○－○○○○ 

備考１ 該当する□には，レ印を記入してください。 

   ２ 住宅宿泊管理業者の欄は，届出住宅に係る住宅宿泊管理業務を委託する住宅宿泊管

理業者が定まっていない場合は，「未定」と記入してください。 

   ３ 大きさは，縦４２センチメートル以上，横２９.７センチメートル以上としてくださ

い。 

 

  

レ 

記入例 

(共同住宅で複数届出の場合) 
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近隣住民への説明資料（例） 

～届出予定者（住宅宿泊事業者）自らが管理する場合～ 

 

○〇年〇月〇日 

近隣の皆様へ 

住宅宿泊事業の開始の御説明について 

 

拝啓 時下益々ご清祥のことと拝察申し上げます。 

 この度，◯◯◯◯は，京都市◯◯区◯◯町◯丁目◯番地において住宅宿泊事業を営

む旨の届出を京都市長へ行ったうえで，◯◯年◯月○日から当該事業を開始する予定

をしております。 

 住宅宿泊事業とは，住宅宿泊事業法第 3条第 1項の規定による届出を京都市長へ行

うことにより，1年間のうち 180日を超えない範囲で宿泊料を受けて住宅に人を宿泊

させることができる事業です。 

 近隣の皆様からの苦情及び問合せや，宿泊者の迷惑行為，その他緊急事態への対応

につきましては，責任をもって私共にて速やかに対応させていただきます。 

 つきましては，当該事業に関しまして，近隣の皆様のご理解のほど，何卒宜しくお

願い申し上げます。 

 また，別紙にて当該事業の詳細を御報告いたしますので，併せて御参照ください。 

 何か御意見御質問等ございましたら，お手数をおかけしますが，下記の連絡先まで

御連絡ください。 

 

 なお，本文書は，京都市住宅宿泊事業の適正な運営を確保するための措置に関する

条例第 8条第 2項，同規則第 5条に基づき，近隣の皆様にお配りしております。 

 

敬具 

 

届出予定者（住宅宿泊事業者）           

 氏 名  ○ ◯  ◯ ◯           

住 所  京都市○○区○○町◯丁目◯番地    

連絡先  ○○○－○○○○－○○○○      

  

法人の場合は，名称及び代表者名 

届出予定の住宅の所在地 

掲示する計画の概要に記載した事業開始予定日 

住居専用地域で，かつ家主不在型の場合は，「1 月 15 日正午から 3 月 16 日正午

までの」と記載してください（一定の条件を満たした認定京町家事業は除く。）。 
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①届出住宅の所在地 

「京都市○○区◯◯町◯丁目◯番地」 

（共同住宅の場合：京都市○○区◯◯町◯丁目◯番◯号◯◯マンション◯階○○○号室） 

②届出予定者（住宅宿泊事業者）の氏名 

「○○ ○○」 

（法人の場合：○○株式会社 代表取締役 ○○○○） 

③届出者予定者（住宅宿泊事業者）の連絡先 （電話番号を記載してください。） 

④事業開始予定年月日 

「○○年◯月○日」 

⑤宿泊者の定員 

「◯名」 

⑥届出住宅の管理を行う者 

「届出予定者」（住宅宿泊事業者） 

⑦宿泊者の本人確認及び人数確認の方法 

「対面により，本人確認及び人数確認を行います。」 

※ＩＣＴの活用による場合は，要綱第 19条各項を満たす必要があります。 

⑧鍵の受け渡し方法 

「対面により，宿泊者本人に手渡します。」 

※暗号キー等の物理的な実態を伴わない鍵を利用する場合（暗証番号付きのキーボックス

等を利用して届出住宅の鍵の受渡しを行う場合を含む。）にあっては，⑦による本人確認

等の後に宿泊者に開示してください。 

⑨生活環境の悪化の防止に係る説明事項等 

 居室内に設置している案内書（ハウスルール等）に以下の内容を記載し，宿泊者に対し，

当該案内書を用いて宿泊における注意事項の説明を行います。 

1.騒音の防止に関する事項  

 宿泊施設内外において，大きな音や物音などの騒音を立てないこと。 

 早朝，夜間などは，旅行鞄を引く音などにも気を付けること。 

2.ごみの処理に関する事項 

 ごみは必ず宿泊施設内の決められた場所に決められた分別に従って捨てること。 

施設の外で，タバコの吸い殻やごみなどを捨てないこと。 

3.火災の防止に関する事項 

 避難経路，消火器の設置場所や使用方法，119番通報の方法 

火災を発生させる可能性がある器具等の適切な使用方法（喫煙の方法やコンロの使用方

法など，出火防止に係る注意事項） 

4.緊急時の対応方法 

 緊急連絡先（消防・救急の電話番号：１１９，警察の電話番号：１１０）及び緊急時の

初期対応の方法（宿泊者に説明する内容を具体的に記載してください。） 

5.チェックイン・アウトの時間 
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 チェックイン  ○：○○～○○：○○ 

 チェックアウト ○：○○～○○：○○ 

⑩適正な廃棄物処理に関する事項 

1.届出住宅内及びその敷地内で廃棄物を適正に保管するための方法 

2.近隣住民等の生活環境に配慮した廃棄物の収集又は搬出に関する計画 

以上 
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近隣住民への説明資料（例） 

～管理を住宅宿泊管理業者に委託する場合～ 

○○年○月○日 

近隣の皆様へ 

住宅宿泊事業の開始の御説明について 

 

拝啓 時下益々ご清祥のことと拝察申し上げます。 

 この度，◯◯◯◯は，京都市◯◯区◯◯町◯丁目◯番地において住宅宿泊事業を営

む旨の届出を京都市長へ行った上で，◯◯年◯月○日から当該事業を開始する予定を

しております。 

 住宅宿泊事業とは，住宅宿泊事業法第 3条第 1項の規定による届出を京都市長へ行

うことにより，1年間のうち 180日を超えない範囲で宿泊料を受けて住宅に人を宿泊

させることができる事業です。 

 近隣の皆様からの苦情及び問合せや，宿泊者の迷惑行為，その他緊急事態への対応

につきましては，責任をもって現地対応管理者を設置し，速やかに対応できる体制を

整えますので，当該事業に関しまして，近隣の皆様の御理解のほど，何卒宜しくお願

い申し上げます。 

 また，別紙にて当該事業の詳細を御報告いたしますので，併せて御参照ください。 

 何か御意見御質問等ございましたら，お手数をおかけしますが，下記の連絡先まで

御連絡ください。 

 

 なお，本文書は，京都市住宅宿泊事業の適正な運営を確保するための措置に関する

条例第 8条第 2項，同規則第 5条に基づき，近隣の皆様にお配りしております。 

 

敬具 

 

届出予定者（住宅宿泊事業者）           

 氏 名  ○ ◯  ◯ ◯           

住 所  京都市○○区○○町◯丁目◯番地    

連絡先  ○○○－○○○○－○○○○      

  

掲示する計画の概要に記載した事業開始予定日 

住居専用地域の場合は，「1月 15日正午から 3月 16日正午までの」と記載してく

ださい（一定の条件を満たした認定京町家事業である場合は除く。）。 

法人の場合は，名称及び代表者名 

届出予定の住宅の所在地 
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①届出住宅の所在地 

「京都市○○区◯◯町◯丁目◯番地」 

（共同住宅の場合：京都市○○区◯◯町◯丁目◯番◯号◯◯マンション◯階○○○号室） 

②届出予定者（住宅宿泊事業者）の氏名 

「○○ ○○」 

（法人の場合：○○株式会社 代表取締役 ○○○○） 

③届出者予定者（住宅宿泊事業者）の連絡先 ※電話番号を記載してください。 

④事業開始予定年月日 

「○○年◯月○日」 

⑤宿泊者の定員 

「◯名」 

⑥届出住宅の管理を行う者の別 

□届出予定者（住宅宿泊事業者）  ☑住宅宿泊管理業者 

⑦住宅宿泊管理業者の氏名及び登録番号，連絡先 

○○ ○○  登録番号  電話番号 

（法人の場合：○○株式会社 代表取締役○○○○ 登録番号  電話番号） 

⑧宿泊者の本人確認及び人数確認の方法 

「対面により，本人確認及び人数確認を行います。」 

※ＩＣＴの活用による場合は，要綱第 19条各項を満たす必要があります。 

⑨鍵の受け渡し方法 

「対面により，宿泊者本人に手渡します。」 

※暗号キー等の物理的な実態を伴わない鍵を利用する場合（暗証番号付きのキーボックス

等を利用して届出住宅の鍵の受渡しを行う場合を含む。）にあっては，⑧による本人確認

等の後に宿泊者に開示してください。 

⑩生活環境の悪化の防止に係る説明事項等 

 居室内に設置している案内書（ハウスルール等）に以下の内容を記載し，宿泊者に対し，

当該案内書を用いて宿泊における注意事項の説明を行います。 

1.騒音の防止に関する事項  

 宿泊施設内外において，大きな音や物音などの騒音を立てないこと。 

 早朝，夜間などは，旅行鞄を引く音などにも気を付けること。 

2.ごみの処理に関する事項 

 ごみは必ず宿泊施設内の決められた場所に決められた分別に従って捨てること。 

施設の外で，タバコの吸い殻やごみなどを捨てないこと。 

3.火災の防止に関する事項 

 避難経路，消火器の設置場所や使用方法，119番通報の方法 

火災を発生させる可能性がある器具等の適切な使用方法（喫煙の方法やコンロの使用方

法など，出火防止に係る注意事項） 

4.緊急時の対応方法 
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 緊急連絡先（消防・救急の電話番号：１１９，警察の電話番号：１１０）及び緊急時の

初期対応の方法。（宿泊者に説明する内容を具体的に記載してください。） 

5.チェックイン・アウトの時間 

 チェックイン  ○：○○～○○：○○ 

 チェックアウト ○：○○～○○：○○ 

⑪適正な廃棄物処理に関する事項 

1.届出住宅内及びその敷地内で廃棄物を適正に保管するための方法 

2.近隣住民等の生活環境に配慮した廃棄物の収集又は搬出に関する計画 

⑫現地対応管理者の氏名 

○○ ○○  電話番号 

（法人の場合：○○株式会社 代表取締役○○○○（現地対応担当者名：○○○○） 電

話番号） 

⑬現地対応管理者待機場所の所在地 

京都市○○区○○町○○丁目◯◯番地 

⑭⑬から届出住宅への移動に要する時間及び移動のための交通手段 

所要時間：約５分  手段：徒歩 

 

 


